
第5章都市計画対象道路事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の 

手法

第1節専門家等による技術的助言

環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法の選定にあたり、専門家の助言を受けて 

おり、その専門家等の専門分野及び技術的助言の内容を表5-1-1に示します。

表5-1-1専門家等の専門分野及び助言の内容

専門分野 技術的助言の内容

大気質

•環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

•予測に際しては、宮崎地方気象台が実施区域からやや離れており地形特性 

も異なる点を考慮し、気象台のデータと現地調査の結果の整合性を確認し 

た方がよい。

騒音

振動

低周波音

•環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

•自動車の走行に係る騒音の予測手法については、最新の音響学会予測式に

準拠して実施する方針でよい。

水質

•環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

•工事の際に地下水の流れが変化し鉄分を含む赤水が出て問題となる事が 

あるため、工事実施段階では留意すること。

日照阻害

•環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

•事業実施区域南端部の新名爪交差点周辺が日照阻害の影響のポイントに

なると考えられる。こうした点を考慮して、調査するとよい。

地形•地質 •環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。

動物

生態系

哺乳類

•環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

•準備書〜評価書に至る期間中に「宮崎県レッドリスト」の改訂が予定され

ている点に留意して現地調査を進めること。

鳥類 •環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。

両生類

爬虫類
•環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。

魚類 •環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。

昆虫類 •環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。

底生動物 •環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。

陸産貝類 •環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。

クモ類 •環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。

植物、生態系

•環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

•実施区域周辺は宮崎市市街地に近いものの、一部に里山的景観を残した場 

所も存在する。こうした場所では、動物•植物の生息•生育場の減少のみ 

ならず移動分断やロードキル、バードストライク等にも留意すること。

景観、人触れ •環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。

廃棄物等

•環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。

• 土壌汚染対策法に係る要措置区域や過去の埋め立て箇所(萩の台公園周 

辺)については十分把握されており問題ない。他方、工事実施段階で自然 

由来のものが出た場合には、個別対応する必要があるので注意すること。

文化財 •環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。
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第2節都市計画対象道路事業に係る環境影響評価の項目

本事業に係る環境影響評価の項目については、「宮崎県環境影響評価技術指針」(平成12年9月 

1日宮崎県告示第807号、最終改正：平成28年9月29日宮崎県告示第626号)に基づき、「道路 

事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための 

手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令」(平成10年 

6月12日建設省令第10号、最終改正：令和元年6月28日国土交通省令第20号)、「道路が都市 

施設として都市計画に定められる場合における当該都市施設に係る道路事業に係る環境影響評価 

の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指 

針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令」(平成10年6月12日建設省令第19 

号、最終改正:令和元年6月28日国土交通省令第20号)(以下、両省令を併せて「国土交通省令」 

といいます。)、「道路環境影響評価の技術手法(平成24年度版及び平成26年度版)」(平成25年 

3月、平成27年3月、国土交通省国土技術政策総合研究所)(以下、「技術手法」といいます。) 

を参考として、事業特性及び地域特性並びに専門家等による技術的助言を踏まえて選定しました。 

本事業に係る環境影響評価の項目及びその選定•非選定理由は表5-2-1に示すとおりです。

項目の選定の結果、環境影響評価を行う項目は、大気質、騒音、振動、低周波音、水質、地形 

及び地質、日照阻害、動物、植物、生態系、景観、人と自然との触れ合いの活動の場、廃棄物等、 

文化財に係る項目とします。

第3節調査、予測及び評価の手法並びにその選定の理由

前節において選定した環境影響評価項目に係る調査、予測及び評価を行う手法については、前 

述の「国土交通省令」、「宮崎県環境影響評価技術指針」、「技術手法」及び専門家等による技術的 

助言を参考に選定しました。

選定した調査、予測及び評価の手法並びにその理由は表5-3-1⑴〜U8)に示すとおりです。
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表5-2-1環境影響評価の項目及び選定■非選定の理由

注:項目選定•非選定を示す記号の意味は以下のとおりです。

〇:宮崎県環境影響評価条例における参考項目で選定する項目、參：宮崎県環境影響評価条例における参考項目以外の項目で選定する項目、X:宮崎県環境影響評価条例における参考項目で選定しない項目
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表5-3-1(1)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

大気質 二酸化窒素

浮遊粒子状 

物質

自動車の走

行

対象道路は、延長約 

6km、車線数4車線、 

設計速度80km/時の 

一般国道の改築事業 

として計画されてお 

り、主な道路構造は地 

表式、嵩上式です。

対象道路における 

自動車の走行に伴い 

窒素酸化物及び浮遊 

粒子状物質が排出さ 

れます。

1. 住居等の保全対象の配置の 

状況

調査区域には、住居が立地す 

る集落•市街地があります。ま 

た、学校、病院その他の環境の 
保全についての配慮が特に必要 

な施設として、小学校11校、中 

学校8校、高等学校6校、盲- 

ろう•養護学校/大学•短期大学6 
校、幼保連携型認定こども園15 
箇所、幼稚園5箇所、保育所24 
箇所、社会福祉施設21箇所、病 

院12箇所、図書館1箇所があり 

ます。

2. 二酸化窒素、浮遊粒子状物 

質の状況

調査区域には、一般環境大気 

測定局として佐土原局(浮遊粒 

子状物質のみ)、g動車排出ガス 

測定局として大宮小g排局(二 

酸化窒素及び浮遊粒子状物質) 

があります。

平成30年度の測定結果では、 

二酸化窒素の日平均値の年間 

98 %値は、大宮小自排局で 

〇. 009ppmであり、環境基準を達成 

しています。浮遊粒子状物質の年 

間2%除外値は、佐土原局で、 

〇. 053mg/m3、大宮小自排局で 

〇. 050mg/m3であり、環境基準を達 

成しています。

3. 気象の状況

調査区域の気象観測所として、 

宮崎地方気象台があります。

過去10年間(平成22年〜平 

成31年(令和元年))の風向• 

風速は、年平均風速が3.〇〜 

3. 4m/s、年最多風向は西北西で 

す。

平成31年(令和元年)の気象 

観測記録によると、最多風向• 

年平均風速は以下に示すとおり

•宮崎地方気象台

最多風向：西北西

年平均風速：3.Im/s

1. 調査すべき情報

1) 二酸化窒素の濃度の状況

2) 浮遊粒子状物質の濃度の状況

3) 気象(風向•風速)の状況

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集 

並びに当該情報の整理及び解析により行います。

二酸化窒素の濃度、浮遊粒子状物質の濃度の状況 

については、「二酸化窒素に係る環境基準について」 

(二酸化窒素)及び「大気の汚染に係る環境基準に 

ついて」(浮遊粒子状物質)に規定する測定方法によ 

り行います。

気象(風向•風速)の状況については、「地上気象 

観測指針」に基づく測定方法により行います。

3. 調査地域
二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の拡散の特性を踏 

まえて二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に係る環境影 

響を受けるおそれがあると認められる地域としま 

す。

4. 調査地点
予測地点との対応を考慮し、濃度変化があると考 

えられる箇所ごとに、また代表する気象状況が得ら 

れる箇所とします。

5. 調査期間等
春夏秋冬ごとのそれぞれ1週間の連続測定を基本 

としま■す。

1. 予測の基本的な手法

「技術手法」に記載の正規型プルー 

ム式及び積算型簡易パフ式の拡散式 

により、年平均値を予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、二酸化窒素及び浮 

遊粒子状物質の拡散の特性を踏まえ 

て二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に 

係る環境影響を受けるおそれがある 

と認められる地域とします。

3. 予測地点
予測地域の中から、道路構造及び交 

通条件が変化するごとに区間を分割 

し、その区間において地域を代表する 

地点、特に影響を受けるおそれがある 

地点、保全すべき対象等への影響を的 

確に把握できる地点の観点から設定 

します。予測高さは、原則として地上 

1.5mとしま'す。

4. 予測対象時期等
計画交通量の発生が見込まれる時 

期とします。

1. 回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並び 

に環境保全措置の検討を行 

った場合にはその結果を踏 

まえ、自動車の走行に伴い発 

生する二酸化窒素及び浮遊 

粒子状物質に係る影響が、事 

業者により実行可能な範囲 

内でできる限り回避され、又 

は低減されており、必要に応 

じその他の方法により環境 

の保全についての配慮が適 

正になされているかどうか 

について、事業者の見解を明 

らかにすることにより評価 

します。

2. 基準又は目標との整合性 

に係る評価

「二酸化窒素に係る環境 

基準について」(二酸化窒素) 

及び「大気の汚染に係る環境 

基準について」(浮遊粒子状 

物質)と予測の結果との間に 

整合が図られているかどう 

かを評価します。

事業特性、地域特 

性を踏まえ、宮崎県 

環境影響評価技術 

指針、国土交通省令 

及び技術手法並び 
に専門家等による 

技術的助言を参考 

に選定しました。
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表5-3-1(2)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

大気質 粉じん等 建設機械の

稼働

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施(建設機 

械の稼働)に伴い粉じ 

ん等が発生します。

1. 住居等の保全対象の 

配置の状況

調査区域には、住居が 

立地する集落•市街地が 

あります。また、学校、 

病院その他の環境の保全 

についての配慮が特に必 

要な施設として、小学校 

11校、中学校8校、高等 

学校6校、盲•ろう•養護 

学校/大学•短期大学6校、 

幼保連携型認定こども園 

15箇所、幼稚園5箇所、 

保育所24箇所、社会福祉 

施設21箇所、病院12箇 

所、図書館1箇所があり 

ます。

2. 気象の状況

調査区域の気象観測所 

として、宮崎地方気象台が 

あります。

過去10年間(平成22 
年〜平成31年(令和元 

年))の風向•風速は、年

1. 調査すべき情報

1)気象(風向及び風速)の状況

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並 

びに当該情報の整理及び解析により行います。

気象(風向•風速)の状況については、「地上気象観 

測指針」に基づく測定方法により行います。

3. 調査地域
粉じん等の拡散の特性を踏まえ、粉じん等に係る環境 

影響を受けるおそれがあると認められる地域とします。

4. 調査地点
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する気象 

の状況が得られる箇所とします。

1. 予測の基本的な手法

「技術手法」に記載の事例の引用又 

は解析により得られた経験式を用い、 

季節別降下ばいじん量を予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、粉じん等の拡散の 

特性を踏まえて粉じん等に係る環境影 

響を受けるおそれがあると認められる 

地域とします。

3. 予測地点
建設機械が稼働する区域の予測断面 

における工事施エヤードの敷地境界線 

とします。予測高さは、原則として地 

上1.5mとします。

1.回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並びに 

環境保全措置の検討を行った 

場合にはその結果を踏まえ、 

建設機械の稼働に伴い発生す 

る粉じん等に係る影響が、事 

業者により実行可能な範囲内 

でできる限り回避され、又は 

低減されており、必要に応じ 

その他の方法により環境の保 

全についての配慮が適正にな 

されているかどうかについ 

て、事業者の見解を明らかに 

することにより評価します。

事業特性及び地 

域特性を踏まえ、 

宮崎県環境影響評 

価技術指針、国土 

交通省令及び技術 

手法並びに専門家 

等による技術的助 

言を参考に選定し 

ました。

5.調査期間等
春夏秋冬ごとのそれぞれ1週間の測定を基本としま 

す。調査時間帯は、建設機械の稼働による環境影響の予 

測に必要な時間帯とします。

4.予測対象時期等
建設機械の稼働による粉じん等に係 

る環境影響が最大となる時期としま 

す。

資材及び機 

械の運搬に 
用いる軍両 

の運行

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施(資材及 

び機械の運搬に用い 
る車両の運行)に伴い 

粉じん等が発生しま 

す。

平均風速が3. 〇〜3. 4m/s、 

年最多風向は西北西で 

す。

平成31年(令和元年) 

の気象観測記録による 

と、最多風向•年平均風 

速は以下に示すとおりで 

す。

•宮崎地方気象台

最多風向：西北西

年平均風速：3.Im/s

1. 調査すべき情報

1)気象(風向及び風速)の状況

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並 

びに当該情報の整理及び解析により行います。

気象(風向•風速)の状況については、「地上気象観 

測指針」に基づく測定方法により行います。

3. 調査地域
粉じん等の拡散の特性を踏まえ、粉じん等に係る環境 

影響を受けるおそれがあると認められる地域とします。

4. 調査地点
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する気象 

の状況が得られる箇所とします。

1. 予測の基本的な手法
「技術手法」に記載の事例の引用又 

は解析により得られた経験式を用い、 

季節別降下ばいじん量を予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、粉じん等の拡散の 

特性を踏まえて粉じん等に係る環境影 

響を受けるおそれがあると認められる 

地域とします。

3. 予測地点
工事用道路として予想される既存道 

路又は工事施エヤード等の区域の予測 

断面における敷地境界線とします。予 

測高さは、原則として地上1.5mとしま 

す。

4. 予測対象時期等
資材及び機械の運搬に用いる車両の 

運行による粉じん等に係る環境影響が 

最大となる時期とします。

1.回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並びに 

環境保全措置の検討を行った 

場合にはその結果を踏まえ、 

資材及び機械の運搬に用いる 

車両の運行に伴い発生する粉 

じん等に係る影響が、事業者 

により実行可能な範囲内でで 

きる限り回避され、又は低減 

されており、必要に応じその 

他の方法により環境の保全に 

ついての配慮が適正になされ 

ているかどうかについて、事 

業者の見解を明らかにするこ 

とにより評価します。

事業特性及び地 

域特性を踏まえ、 

宮崎県環境影響評 

価技術指針、国土 

交通省令及び技術 

手法並びに専門家 

等による技術的助 

言を参考に選定し 

ました。

5.調査期間等
春夏秋冬ごとのそれぞれ1週間の測定を基本としま 

す。調査時間帯は、資材及び機械の運搬に用いる車両の 

運行による環境影響の予測に必要な時間帯とします。
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表5-3-1(3)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

騒音 騒音 建設機械の 

稼働

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施(建設機 

械の稼働)に伴い騒音 

が発生します。

1. 住居等の保全対象の配置 

の状況

調査区域には、住居が立地 

する集落•市街地があります。 

また、学校、病院その他の環 

境の保全についての配慮が特 

に必要な施設として、小学校 

11校、中学校8校、高等学校 

6校、盲•ろう•養護学校/大学- 

短期大学6校、幼保連携型認 

定こども園15箇所、幼稚園5 
箇所、保育所24箇所、社会福 

祉施設21箇所、病院12箇所、 

図書館1箇所があります。

2. 騒音の状況

調査区域では、騒音規制法に 

基づく特定建設作業に伴って 

発生する騒音の規制に関する 

基準に係る規制区域として、第 

1号区域、第2号区域に指定さ 

れた地域があります。

なお、調査区域において、一 

般環境騒音に関する公表資料 

はありません。

1. 調査すべき情報

1) 騒音の状況
2) 地表面の状況

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並び 

に当該情報の整理及び解析により行います。

騒音の状況については、「騒音規制法」による「特定建 

設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」に規定 

する測定方法により行います。

3. 調査地域
音の伝搬の特性を踏まえて、騒音に係る環境影響を受け 

るおそれがあると認められる地域とします。

4. 調査地点
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する騒音の 

状況、地表面の状況が得られる箇所とします。

5. 調査期間等
騒音が1年間を通じて平均的な状況を呈すると考えら 

れる日の建設機械の稼働による環境影響の予測に必要な 

時間帯とします。

1. 予測の基本的な手法

音の伝搬理論に基づく予測式と 

して、「技術手法」に記載の日本音 
響学会の「ASJ CN-Mode12007Jのエ 

種別予測法を用い、騒音レベルの 

90%レンジの上端値(し6)又は騒音 

レベルの最大値の90%レンジの上 

端値(LA,Fmax,s)を予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、音の伝搬の特性 

を踏まえて騒音に係る環境影響を 

受けるおそれがあると認められる 

地域とします。

3. 予測地点
建設機械が稼働する区域の予測 

断面における特定建設作業に伴っ 

て発生する騒音の規制に関する基 

準位置の敷地境界線とします。予測 

高さは、原則として地上1.2mとし 

ます。

4. 予測対象時期
建設機械の稼働による騒音に係 

る環境影響が最大となる時期とし 

ます。

1. 回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並び 

に環境保全措置の検討を行 

った場合にはその結果を踏 

まえ、建設機械の稼働に伴い 

発生する騒音に係る影響が、 

事業者により実行可能な範 

囲内でできる限り回避され、 

又は低減されており、必要に 

応じその他の方法により環 

境の保全についての配慮が 

適正になされているかどう 

かについて、事業者の見解を 

明らかにすることにより評 

価します。

2. 基準又は目標との整合性 

に係る評価

「特定建設作業に伴って 

発生する騒音の規制に関す 

る基準」と調査及び予測の結 

果との間に整合が図られて 

いるかどうかを評価します。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。
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表5-3-1(4)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

騒音 騒音 資材及び機 

械の運搬に 
用いる軍両 

の運行

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施(資材及 

び機械の運搬に用い 
る車両の運行)に伴い 

騒音が発生します。

1. 住居等の保全対象の配置 

の状況

調査区域には、住居が立地 

する集落•市街地があります。 

また、学校、病院その他の環 

境の保全についての配慮が特 

に必要な施設として、小学校 

11校、中学校8校、高等学校 

6校、盲•ろう•養護学校/大学- 

短期大学6校、幼保連携型認 

定こども園15箇所、幼稚園5 
箇所、保育所24箇所、社会福 

祉施設21箇所、病院12箇所、 

図書館1箇所があります。

2. 騒音の状況

調査区域では、環境基本法 

により定められた環境基準及 

び騒音規制法に基づく自動車 

騒音の限度が指定されていま 

す。

また、調査区域では、道路 

交通騒音が14地点で測定され 

ており、昼間は12地点、夜間 

は10地点で環境基準を達成し 

ています。昼夜間とも環境基 

準を達成している地点は、10 
地点あります。

1. 調査すべき情報

1) 騒音の状況

2) 沿道の状況

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並び 

に当該情報の整理及び解析により行います。

騒音の状況については、「騒音に係る環境基準について」 

に規定する測定方法により行います。

3. 調査地域
音の伝搬の特性を踏まえて、騒音に係る環境影響を受け 

るおそれがあると認められる地域とします。

4. 調査地点
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する騒音の 

状況、沿道の状況が得られる箇所とします。

5. 調査期間等
騒音が1年間を通じて平均的な状況を呈すると考えら 

れる日の資材及び機械の運搬に用いる車両の運行による 

環境影響の予測に必要な時間帯とします。

1. 予測の基本的な手法

音の伝搬理論に基づく予測式と 

して、「技術手法」に記載の既存道 

路の現況の等価騒音レベルに工事 
用車両の影響を加味した式を用い、 

等価騒音レベル(LAeq)を予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、音の伝搬の特性 

を踏まえて騒音に係る環境影響を 

受けるおそれがあると認められる 

地域とします。

3. 予測地点
工事用道路の接続が予想される 

既存道路など資材及び機械の運搬 

に用いる車両が既存交通に合流す 

る地点の近傍で、当該既存道路の沿 

道の状況を勘案し、既存道路の代表 

的な断面における敷地境界線とし 

ます。予測高さは、原則として地上 

1.2mとします。

4. 予測対象時期等
資材及び機械の運搬に用いる車 

両の運行による騒音に係る環境影 

響が最大となる時期とします。

1. 回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並び 

に環境保全措置の検討を行 

った場合にはその結果を踏 

まえ、資材及び機械の運搬に 
用いる車両の運行に伴い発 

生する騒音に係る影響が、事 

業者により実行可能な範囲 

内でできる限り回避され、又 

は低減されており、必要に応 

じその他の方法により環境 

の保全についての配慮が適 

正になされているかどうか 

について、事業者の見解を明 

らかにすることにより評価 

します。

2. 基準又は目標との整合性 

に係る評価

「自動車騒音の限度」又は 

「騒音に係る環境基準につ 

いて」(道路に面する地域) 

と調査及び予測の結果との 

間に整合が図られているか 

どうかを評価します。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。
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表5-3-1(5)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

騒音 騒音 自動車の走

行

対象道路は、延長約 

6km、車線数4車線、 

設計速度80km/時の 

一般国道の改築事業 

として計画されてお 

り、主な道路構造は地 

表式、嵩上式です。

対象道路における 

自動車の走行に伴い 

騒音が発生します。

1. 住居等の保全対象の 

配置の状況

調査区域には、住居が 

立地する集落•市街地が 

あります。また、学校、 

病院その他の環境の保全 

についての配慮が特に必 

要な施設として、小学校 

11校、中学校8校、高等 

学校6校、盲•ろう•養護 

学校/大学•短期大学6 
校、幼保連携型認定こど 

も園15箇所、幼稚園5箇 

所、保育所24箇所、社会 

福祉施設21箇所、病院 

12箇所、図書館1箇所が 

あります。

2. 騒音の状況

調査区域では、環境基 

本法により定められた環 

境基準及び騒音規制法に 

基づく自動車騒音の限度 

が指定されています。

また、調査区域では、 

道路交通騒音が14地点 

で測定されており、昼間 

は12地点、夜間は10地 

点で環境基準を達成して 

います。县夜間とも環境 

基準を達成している地点 

は、10地点あります。

1. 調査すべき情報

1) 騒音の状況

2) 沿道の状況

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当 

該情報の整理及び解析により行います。

騒音の状況については、「騒音に係る環境基準について」に 

規定する測定方法により行います。

3. 調査地域
音の伝搬の特性を踏まえて、騒音に係る環境影響を受けるお 

それがあると認められる地域とします。

4. 調査地点
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する騒音の状 

況、沿道の状況が得られる箇所とします。

5. 調査期間等
騒音が1年間を通じて平均的な状況であると考えられる日 

の昼間及び夜間の基準時間帯とします。

1. 予測の基本的な手法

音の伝搬理論に基づく予測式とし 

て、「技術手法」及び日本音響学会の 

rASJRTN-Mode12018J を用い、等価 

騒音レベル(LAeq)を予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、音の伝搬の特性 

を踏まえて騒音に係る環境影響を受 

けるおそれがあると認められる地域 

とします。

3. 予測地点
予測地域の中から、道路構造及び 

交通条件が変化するごとに区間を分 

割し、その区間において地域を代表 

する地点、特に影響を受けるおそれ 

がある地点、保全すべき対象等への 

影響を的確に把握できる地点の観点 

から設定します。予測高さは、幹線 

道路近接空間及び背後地※における 

住居等の各階の平均的な高さとしま 

す。

※幹線道路近接空間及びその背後 

地：「騒音に係る環境基準に規定さ 

れた幹線交通を担う道路に近接す 

る空間及び背後地」

4. 予測対象時期等
計画交通量の発生が見込まれる時 

期とします。

1. 回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並び 

に環境保全措置の検討を行 

った場合にはその結果を踏 

まえ、自動車の走行に伴い発 

生する騒音に係る影響が、事 

業者により実行可能な範囲 

内でできる限り回避され、又 

は低減されており、必要に応 

じその他の方法により環境 

の保全についての配慮が適 

正になされているかどうか 

について、事業者の見解を明 

らかにすることにより評価 

しま■す。

2. 基準又は目標との整合性 

に係る評価

「騒音に係る環境基準に 

ついて」(道路に面する地域) 

と調査及び予測の結果との 

間に整合が図られているか 

どうかを評価します。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。
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表5-3-1(6)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する 

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

振動 振動 建設機械の 

稼働

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施(建設機 

械の稼働)に伴い振動 

が発生します。

1. 住居等の保全対象の配置の状 

況

調査区域には、住居が立地する集 

落•市街地があります。また、学校、 

病院その他の環境の保全について 

の配慮が特に必要な施設として、小 

学校11校、中学校8校、高等学校 

6校、盲•ろう•養護学校/大学•短期 

大学6校、幼保連携型認定こども園 

15箇所、幼稚園5箇所、保育所24 
箇所、社会福祉施設21箇所、病院 

12箇所、図書館1箇所があります。

2. 振動の状況

調査区域では、振動規制法に基づ 

く特定建設作業に伴って発生する 

振動の規制に関する基準に係る規 

制区域として、第1号区域、第2号 

区域に指定された地域があります。

3. 地形及び地質の状況

調査区域では、低地(沖積面、三 

角州•海岸平野、谷底平野)、砂丘 

及び砂堰、山麓地、丘陵地、段丘面、 

台地が広く分布しています。また、 

調査区域では、未固結堆積物の沖積 

層、高位の沖積面を作る堆積物、砂 

質堆積物、泥質堆積物、半固結堆積 

物の泥岩、砂岩優勢互層、泥岩、火 

砕流堆積物が広く分布しています。

1. 調査すべき情報

1)地盤の状況(地盤種別)

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報収集並 

びに当該情報の整理及び解析により行います。

3. 調査地域
振動の伝搬の特性を踏まえて振動に係る環境影響 

を受けるおそれがあると認められる地域とします。

4. 調査地点
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する 

地盤の状況が得られる箇所とします。

5. 調査期間等
地盤の状況を適切に把握できる時期とします。

1. 予測の基本的な手法

「技術手法」に記載の事例の引用 

又は解析により得られた式を用い、 

振動レベルの80%レンジの上端値 

(し!〇)を予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、振動の伝搬の特 

性を踏まえて振動に係る環境影響を 

受けるおそれがあると認められる地 

域とします。

3. 予測地点
建設機械が稼働する区域の予測断 

面における特定建設作業に伴って発 

生する振動の規制に関する基準位置 

の敷地境界線とします。

4. 予測対象時期等
建設機械の稼働による振動に係る 

環境影響が最大となる時期としま 

す。

1. 回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並び 

に環境保全措置の検討を行 

った場合にはその結果を踏 

まえ、建設機械の稼働に伴い 

発生する振動に係る影響が、 

事業者により実行可能な範 

囲内でできる限り回避され、 

又は低減されており、必要に 

応じその他の方法により環 

境の保全についての配慮が 

適正になされているかどう 

かについて、事業者の見解を 

明らかにすることにより評 

価します。

2. 基準又は目標との整合性 

に係る評価

「特定建設作業に伴って 

発生する振動の規制に関す 

る基準」と調査及び予測の結 

果との間に整合が図られて 

いるかどうかを評価します。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。
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表5-3-1(7)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する 

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

振動 振動 資材及び機 

械の運搬に 
用いる車両 

の運行

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施(資材及 

び機械の運搬に用い 
る車両の運行)に伴い 

振動が発生します。

1. 住居等の保全対象の配置の状 

況

調査区域には、住居が立地する集 

落•市街地があります。また、学校、 

病院その他の環境の保全について 

の配慮が特に必要な施設として、小 

学校11校、中学校8校、高等学校 

6校、盲•ろう•養護学校/大学•短期 

大学6校、幼保連携型認定こども園 

15箇所、幼稚園5箇所、保育所24 
箇所、社会福祉施設21箇所、病院 

12箇所、図書館1箇所があります。

2. 振動の状況

調査区域では、振動規制法に基づ 

く道路交通振動の限度が指定され 

た地域があります。

なお、調査区域において、振動に 

関する公表資料はありません。

3. 地形及び地質の状況

調査区域では、低地(沖積面、三 

角州•海岸平野、谷底平野)、砂丘 

及び砂堰、山麓地、丘陵地、段丘面、 

台地が広く分布しています。また、 

調査区域では、未固結堆積物の沖積 

層、高位の沖積面を作る堆積物、砂 

質堆積物、泥質堆積物、半固結堆積 

物の泥岩、砂岩優勢互層、泥岩、火 

砕流堆積物が広く分布しています。

1. 調査すべき情報

1) 振動の状況

2) 地盤の状況(地盤種別)

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報収集並 

びに当該情報の整理及び解析により行います。

振動の状況については、「振動規制法施行規則」に 

規定する測定方法により行います。

3. 調査地域
振動の伝搬の特性を踏まえて振動に係る環境影響 

を受けるおそれがあると認められる地域とします。

4. 調査地点
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する 

振動の状況、地盤の状況が得られる箇所とします。

5. 調査期間等
振動が1年間を通じて平均的な状況を呈すると考 

えられる日の資材及び機械の運搬に用いる車両の運 

行による環境影響の予測に必要な時間帯とします。

1. 予測の基本的な手法

「技術手法」に記載の振動レベル 

の80%レンジの上端値を予測する 

ための式(旧建設省土木研究所の提 

案式)を用い、既存道路の現況の振 

動レベルに工事用車両の影響を加味 

して、振動レベルの80%レンジの上 

端値(し!〇)を予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、振動の伝搬の特 

性を踏まえて振動に係る環境影響を 

受けるおそれがあると認められる地 

域とします。

3. 予測地点
工事用道路の接続が予想される既 

存道路など資材及び機械の運搬に用 
いる車両が既存交通に合流する地点 

の近傍で、当該既存道路の沿道の状 

況を勘案し、既存道路の代表的な断 

面における敷地境界線とします。

4. 予測対象時期等
資材及び機械の運搬に用いる車両 

の運行による振動に係る環境影響が 

最大となる時期とします。

1. 回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並び 

に環境保全措置の検討を行 

った場合にはその結果を踏 

まえ、資材及び機械の運搬に 
用いる車両の運行に伴い発 

生する振動に係る影響が、事 

業者により実行可能な範囲 

内でできる限り回避され、又 

は低減されており、必要に応 

じその他の方法により環境 

の保全についての配慮が適 

正になされているかどうか 

について、事業者の見解を明 

らかにすることにより評価 

します。

2. 基準又は目標との整合性 

に係る評価

「道路交通振動の限度」と 

調査及び予測の結果との間 

に整合が図られているかど 

うかを評価します。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。
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表5-3-1(8)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

振動 振動 自動車の走

行

対象道路は、延長約 

6km、車線数4車線、 

設計速度80km/時の 

一般国道の改築事業 

として計画されてお 

り、主な道路構造は地 

表式、嵩上式です。

対象道路における 

自動車の走行に伴い 

振動が発生します。

1. 住居等の保全対象の

配置の状況

調査区域には、住居が 

立地する集落•市街地が 

あります。また、学校、 

病院その他の環境の保全 

についての配慮が特に必 

要な施設として、小学校 

11校、中学校8校、高等 

学校6校、盲•ろう•養護 

学校/大学•短期大学6 
校、幼保連携型認定こど 

も園15箇所、幼稚園5箇 

所、保育所24箇所、社会 

福祉施設21箇所、病院 

12箇所、図書館1箇所が 

あります。

2. 振動の状況

調査区域では、振動規 

制法に基づく道路交通振 

動の限度が指定された地 

域があります。

なお、調査区域におい 

て、振動に関する公表資料 

はありません。

3. 地形及び地質の状況

調査区域では、低地(沖 

積面、三角州•海岸平野、 

谷底平野)、砂丘及び砂 

堰、山麓地、丘陵地、段 

丘面、台地が広く分布し 

ています。また、調査区 

域では、未固結堆積物の 

沖積層、高位の沖積面を 

作る堆積物、砂質堆積物、 

泥質堆積物、半固結堆積 

物の泥岩、砂岩優勢互層、 

泥岩、火砕流堆積物が広 

く分布しています。

1. 調査すべき情報

1) 振動の状況

2) 地盤の状況(地盤種別、地盤卓越振動数)

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当 

該情報の整理及び解析により行います。

振動の状況については、「振動規制法施行規則」に規定する 

測定方法により行います。

地盤の状況について、地盤種別については現地踏査及び既存 

資料により、地盤卓越振動数(大型車走行時の地盤卓越の周波 

数分析)については現地調査により行います。

3. 調査地域
振動の伝搬の特性を踏まえて振動に係る環境影響を受ける 

おそれがあると認められる地域とします。

4. 調査地点
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する振動の状 

況、地盤の状況が得られる箇所とします。

5. 調査期間等
振動が1年間を通じて平均的な状況であると考えられる日の 

昼間及び夜間の基準時間帯とします。

地盤卓越振動数は、原則として、大型車の通行時に10回以 

上の測定を行います。

1. 予測の基本的な手法

「技術手法」に記載の振動レベル 

の80%レンジの上端値を予測する 

ための式(旧建設省土木研究所の提 

案式)を用い、振動レベルの80%レ 

ンジの上端値(Li〇)を予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、振動の伝搬の特 

性を踏まえて振動に係る環境影響を 

受けるおそれがあると認められる地 

域とします。

3. 予測地点
予測地域の中から、道路構造及び 

交通条件が変化するごとに区間を分 

割し、その区間において地域を代表 

する地点、特に影響を受けるおそれ 

がある地点、保全すべき対象等への 

影響を的確に把握できる地点の観点 

から設定します。

4. 予測対象時期等
計画交通量の発生が見込まれる時 

期とします。

1. 回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並び 

に環境保全措置の検討を行 

った場合にはその結果を踏 

まえ、自動車の走行に伴い発 

生する振動に係る影響が、事 

業者により実行可能な範囲 

内でできる限り回避され、又 

は低減されており、必要に応 

じその他の方法により環境 

の保全についての配慮が適 

正になされているかどうか 

について、事業者の見解を明 

らかにすることにより評価 

します。

2. 基準又は目標との整合性 

に係る評価

「道路交通振動の限度」と 

調査及び予測の結果との間 

に整合が図られているかど 

うかを評価します。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。
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表5-3-1(9)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

低周波音 低周波音 自動車の走 

行

対象道路は、延長約 

6km、車線数4車線、 

設計速度80km/時の 

一般国道の改築事業 

として計画されてお 

り、主な道路構造は地 

表式、嵩上式です。

また、対象道路の一 

部区間は、橋若しくは 

高架構造となること 

が想定されます。

嵩上式(橋若しくは 

高架構造)区間におい 

て自動車の走行に伴 

い低周波音が発生し 

ます。

1. 住居等の保全対象の 

配置の状況

調査区域には、住居が 

立地する集落•市街地が 

あります。また、学校、 

病院その他の環境の保 

全についての配慮が特 

に必要な施設として、小 

学校11校、中学校8校、 

高等学校6校、盲•ろう- 

養護学校/大学•短期大 

学6校、幼保連携型認定 

こども園15箇所、幼稚 

園5箇所、保育所24箇 

所、社会福祉施設21箇 

所、病院12箇所、図書 

館1箇所があります。

2. 低周波音の状況

調査区域において、低 

周波音に関する公表資 

料はありません。

1. 調査すべき情報

1)住居等の位置

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収 

集並びに当該情報の整理及び解析により行いま 

す。

3. 調査地域
道路構造が橋若しくは高架構造であり、低周波 

音に関する環境影響を受けるおそれがあると認め 

られる地域に住居等の保全対象が立地又は立地が 

計画されている地域とします。

4.,査期間等
住居等の位置を適切に把握できる時期としま 

す。

1. 予測の基本的な手法

「技術手法」に記載の既存調査結果により導 

かれた予測式を用い、低周波音圧レベルを予測 

します。

2. 予測地域
調査地域のうち、低周波音の伝搬の特性を踏 

まえて低周波音に係る環境影響を受けるおそれ 

があると認められる地域とします。

3. 予測地点
予測地域において、橋若しくは高架の上部エ 

形式及び交通条件が変化するごとに区間を分割 

し、その区間において地域を代表する地点、特 

に影響を受けるおそれがある地点、保全すべき 

対象等への影響を的確に把握できる地点の観点 

から設定します。予測高さは、原則として地上 

1.2mとします。

4. 予測対象時期等
計画交通量の発生が見込まれる時期としま 

す。

1.回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並び 

に環境保全措置の検討を行 

った場合にはその結果を踏 

まえ、自動車の走行による低 

周波音の影響が、事業者によ 

り実行可能な範囲内ででき 

る限り回避され、又は低減さ 

れており、必要に応じその他 

の方法により環境の保全に 

ついての配慮が適正になさ 

れているかどうかについて、 

事業者の見解を明らかにす 

ることにより評価します。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、国土交通 

省令、技術手法 

及び専門家等に 

よる技術的助言 

を参考に選定し 

ました。
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表5-3-1 (10)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する 

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

水質 水の濁り 切土エ等、エ 

事施エヤー 

ド及び工事 

用道路等の 

設置

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施に伴い 

切土エ等、工事施エヤ 

ード及び工事用道路 

等が設置されること 

が想定されます。

1. 水象の状況

調査区域には、大淀川 

水系の大淀川及び新別 

府川、ーツ瀬川水系の一 

ツ瀬川、天神川、石崎川 

水系の石崎川、新名爪川 

及び住之江川等があり 

ます。

2. 水質の状況

調査区域では、石崎川 

で3地点において水質 

が定期的に測定されて 

います。

水質の測定結果(平成 

30年度)によると、河 

川において環境基準類 

型が指定された3地点 

のうち、pH (水素イオン 

濃度)、DO (溶存酸素量)、 

B0D (生物化学的酸素要 

求量)、及びSS (浮遊物 

質量)はすべての測定地 
点において環境基準を 

達成していますが、大腸 

菌群数はすべての測定 

地点で環境基準を超過 

しています。

調査区域には、環境基 

本法に基づく水質汚濁 

に係る環境基準の類型 

指定地域があります。

1. 調査すべき情報

1) 水質(浮遊物質量等)の状況

2) 水象(流量等)の状況

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収 

集並びに当該情報の整理及び解析により行いま 

す。

水質(浮遊物質量等)については、「水質汚濁に 

係る環境基準について」に規定する測定方法によ 

り行います。

3. 調査地域
公共用水域において、切土エ等又は既存の工作 

物の除去、工事施エヤード及び工事用道路等の設 

置を予定している水域とします。

4. 調査地点
調査地域において水質の状況、水象の状況を適 

切に把握できる地点とします。

5. 調査期間等
水質の状況、水象の状況を適切に把握できる期 

間及び頻度とします。

1. 予測の基本的な手法

切土エ等又は既存の工作物の除去、工事施工 

ヤード及び工事用道路等の設置に伴い発生する 

水の濁りの影響の程度を事例の引用又は解析に 

よる手法により行います。

2. 予測地域
公共用水域において、切土エ等又は既存のエ 

作物の除去、工事施エヤード及び工事用道路等 

の設置を予定している水域とします。

3. 予測地点
切土エ等又は既存の工作物の除去、工事施工 

ヤード及び工事用道路等の設置による水の濁り 

の影響を受ける水域の範囲とします。

4. 予測対象時期
切土エ等又は既存の工作物の除去、工事施工 

ヤード及び工事用道路等の設置による水の濁り 

の環境影響が最大となる時期とします。

1.回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並び 

に環境保全措置の検討を行 

った場合にはその結果を踏 

まえ、切土エ等又は既存のエ 

作物の除去、工事施エヤード 

及び工事用道路等の設置に 

伴い発生する水の濁りの影 

響が、事業者により実行可能 

な範囲内でできる限り回避 

され、又は低減されており、 

必要に応じその他の方法に 

より環境の保全についての 

配慮が適正になされている 

かどうかについて、事業者の 

見解を明らかにすることに 

より評価します。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、国土交通 

省令、技術手法 

及び専門家等に 

よる技術的助言 

を参考に選定し 

ました。
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表5-3-1 (11)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する 

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

地形及び

地質

重要な地形

及び地質

工事施エヤ 

ード及びエ 

事用道路等 

の設置

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施に伴い 

工事施エヤード及び 

工事用道路等が設置 

されることが想定さ 

れます。

1. 地形及び地質の状況

調査区域では、低地 

(沖積面、三角州•海岸 

平野、谷底平野)、砂丘 

及び砂堰、山麓地、丘陵 

地、段丘面、台地が広く 

分布しています。また、 

調査区域では、未固結堆 

積物の沖積層、高位の沖 

積面を作る堆積物、砂質 

堆積物、泥質堆積物、半 

固結堆積物の泥岩、砂岩 

優勢互層、泥岩、火砕流 

堆積物が広く分布して 

います。

2. 重要な地形及び地質 

の状況

調査区域には、重要な 

地形及び地質が11箇所 

あります。

実施区域は、重要な地 

形及び地質が3箇所あ 

ります。

1. 調査すべき情報

1) 地形及び地質の概況

2) 重要な地形及び地質の分布、状態及び特性

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収 

集並びに当該情報の整理及び解析により行いま 

す。

3. 調査地域
実施区域及びその端部から1km程度の範囲とし、 

その範囲内において、重要な地形及び地質が分布 

する地域とします。

4. 調査地点
地形及び地質の特性を踏まえて調査地域におけ 

る重要な地形及び地質に係る環境影響を予測し、 

及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的 

に把握できる地点とします。

5. 調査時期等
地形及び地質の特性を踏まえて調査地域におけ 

る重要な地形及び地質に係る環境影響を予測し、 

及び評価するために必要な情報を適切かつ効果的 

に把握できる時期とします。

1. 予測の基本的な手法

重要な地形及び地質について、分布又は成立 

環境の改変の程度を踏まえた事例の引用又は解 

析による手法により予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、地形及び地質の特性を踏ま 

えて、重要な地形及び地質に係る環境影響を受 

けるおそれがあると認められる地域とします。

3. 予測対象時期等
地形及び地質の特性を踏まえて、重要な地形 

及び地質に係る環境影響が的確に把握できる時 

期とします。

1.回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並び 

に環境保全措置の検討を行 

った場合にはその結果を踏 

まえ、工事施エヤード及びエ 

事用道路等の設置、並びに道 

路(地表式、嵩上式)の存在 

による重要な地形及び地質 

の影響が、事業者により実行 

可能な範囲内でできる限り 

回避され、又は低減されてお 

り、必要に応じその他の方法 

により環境の保全について 

の配慮が適正になされてい 

るかどうかについて、事業者 

の見解を明らかにすること 

により評価します。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。

道路(地表式 

又は掘割式、 

嵩上式)の存 

在

対象道路の一部区 

間は、地表式、嵩上式 

となることが想定さ 

れます。
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表5-3-1 (12)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する 

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

その他の 

環境要素

日照阻害 道路(嵩上 

式)の存在

対象道路の一部区 

間は、嵩上式(橋梁若 

しくは高架構造)とな 

ることが想定されま 

す。嵩上式(橋若しく 

は高架構造)区間にお 

いて日影が発生しま 

す。

1. 土地利用の状況

宮崎市の土地利用の 

状況は、山林の占める割 

合が約35%と最も高く、 

次いで田の約20%、宅地 

の約19%、畑の約14%と 

なっています。

2. 住居等の保全対象の 

配置の状況

調査区域には、住居が 

立地する集落•市街地が 

あります。また、学校、 

病院その他の環境の保 

全についての配慮が特 

に必要な施設として、小 

学校11校、中学校8校、 

高等学校6校、盲•ろう- 

養護学校/大学•短期大 

学6校、幼保連携型認定 

こども園15箇所、幼稚 

園5箇所、保育所24箇 

所、社会福祉施設21箇 

所、病院12箇所、図書 

館1箇所があります。

3. 地形の状況

調査区域では、低地 

(沖積面、三角州•海岸 

平野、谷底平野)、砂丘 

及び砂堰、山麓地、丘陵 

地、段丘面、台地が広く 

分布しています。

1. 調査すべき情報

1) 土地利用の状況

•住居等の立地状況

•周辺地域に著しい日影の影響を及ぼす中高層建 

築物の位置

2) 地形の状況

•住居等の立地する土地の高さ、傾斜等

•周辺地域に著しい日影の影響を及ぼす地形の位 

置

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料による情報の収集及び当該情 

報の整理により行います。

3. 調査地域
道路構造が橋若しくは高架構造の周辺地域にお 

いて、土地利用及び地形の特性を踏まえて日照阻 

害に係る環境影響を受けるおそれがあると認めら 

れる地域とします。

4. 調査期間等
土地利用の状況及び地形の状況に係る情報を適 

切に把握できる時期とします。

1. 予測の基本的な手法

「技術手法」に記載の太陽高度•方位及び高 

架構造物等の方位•高さ等から求める式を用い、 

等時間の日影線を描いた日影図を予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、住居等の保全対象、又は将 

来これらの立地予定がある箇所を含む区域とし 

ます。

3. 予測地点
予測地域内にあって、高架構造物等の沿道状 

況、高架構造物等と周辺地盤との高低差の程度 

を勘案し、日影状況の変化の程度を的確に把握 

できる地点とします。

4. 予測対象時期等
道路(嵩上式)の設置が完了する時期の冬至 

日とします。

1.回避又は低減に係る評価

調査及び予測の結果並び 

に環境保全措置の検討を行 

った場合にはその結果を踏 

まえ、道路(嵩上式)の存在 

による日照阻害の影響が、事 

業者により実行可能な範囲 

内でできる限り回避され、又 

は低減されており、必要に応 

じその他の方法により環境 

の保全についての配慮が適 

正になされているかどうか 

について、事業者の見解を明 

らかにすることにより評価 

します。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。
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表5-3-1 (13)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

動物 重要な種及 

び注目すべ 

き生息地

工事施エヤ 

ード及びエ 

事用道路等 

の設置

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施に伴い 

工事施エヤード及び 

工事用道路等が設置 

されることが想定さ 

れます。

1. 動物の生息基盤の状況(水象、

土壌、地形及び地質、土地利用 

の状況)

① 水象の状況

調査区域には、大淀川水系の大淀 

川及び新別府川、ーツ瀬川水系の一 

ツ瀬川、天神川、石崎川水系の石崎 

川、新名爪川及び住之江川等があり 

ます。

② 土壌の状況

砂丘未熟土壌、細粒灰色低地土 

壌、グライ土壌、褐色森林土壌が広 

く分布しており、一部で黒ボク土 

壌、黄色土壌が分布しています。

③ 地形及び地質の状況

調査区域では、丘陵地、三角州性 

低地、_然堤防•砂州が広く分布し 

ており、それらの周縁部には砂礫台 

地等が点在しています。また、調査 

区域では、沖積層、砂礫質堆積物等 

の未固結堆積物、泥岩、砂岩等の半 

固結堆積物が広く分布しています。

④ 土地利用の状況

宮崎市の土地利用の状況は、山林 

の占める割合が約35%と最も高く、 

次いで田の約20%、宅地の約19%、 

畑の約14%となっています。

2. 動物の状況

調査区域及びその周辺には、重要 

な動物種として、哺乳類12種、鳥 

類77種、爬虫類7種、両生類4種、 

魚類10種、昆虫類93種、陸産貝類 

26種、その他甲殻類等66種が生息 

しているとされています。注目すべ 

き生息地が1箇所、重要な湿地が4 
箇所あります。

1. 調査すべき情報

1) 動物相の状況

2) 重要な種等の状況

•重要な種等の生態

•重要な種等の分布の状況及び生息の状況

•重要な種等の生息環境の状況

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報収集並びに当該情 

報の整理及び解析により行います。

1) 動物相の状況

現地調査は、個体や痕跡の目視、鳴き声の聞き取り、必要に応 

じて個体の採取による方法とします。この場合、できる限り環境 

への影響が少ない、直接観察、捕獲採取、痕跡確認等の調査方法 

とします。

2) 重要な種等の状況

•重要な種等の生態

図鑑、研究論文、その他の資料により把握します。

•重要な種等の分布の状況及び生息の状況

「1)動物相の状況」と同じとします。

•重要な種等の生息環境の状況

現地踏査により微地形、水系、植物群落等の種類及び分布を目 

視確認する方法とします。

3. 調査地域
実施区域及びその端部から250m程度を目安とします。ただし、 

行動圏が特に広い動物を対象とする場合には、必要に応じ適宜拡 

大します。

4. 調査地点
1) 動物相の状況

調査地域に生息する動物の生態的特徴、地形や植生等の生息基 

盤等を踏まえて、確認しやすい場所に調査地点又は経路を設定し 

ます。

2) 重要な種等の状況

重要な種等の生態を踏まえ、調査地域において重要な種等が生 

息する可能性の高い場所に調査地点又は経路を設定します。

5. 調査期間等
1) 動物相の状況

春夏秋冬の4季調査することを基本とし、そこに生息する動物 

を確認しやすい時期及び時間帯とします。ただし、猛禽類ついて 

は、必要に応じ、調査期間を適宜拡大します。

2) 重要な種等の状況

重要な種等の生態を踏まえ、その生息を確認しやすい時期及び 

時間帯とします。ただし、猛禽類については、必要に応じ、調査 

期間を適宜拡大します。

1. 予測の基本的な手法
道路構造と重要な種及び 

注目すべき生息地の分布範 

囲から、生息地が消失•縮 

小する区間及び重要な種等 

の移動経路が分断される区 

間並びにその程度を把握し 

ます。

次に、それらが重要な種 

等の生息に及ぼす影響の程 

度を、科学的な知見や類似 

事例を参考に予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、対象道 

路の実施に伴い、重要な種 

及び注目すべき生息地の環 

境が消失•縮小による影響、 

又は質的変化による影響を 

受ける可能性のある範囲と 

します。

3. 予測対象時期等
事業特性及び重要な種等 

の生態や注目すべき生息地 

の特性を踏まえ、影響が最 

大になる時期とします。

1.回避又は低減に係る 

評価

調査及び予測の結果 

並びに環境保全措置の 

検討を行った場合には 

その結果を踏まえ、工事 

施エヤード及び工事用 

道路等の設置、並びに道 

路(地表式、嵩上式)の 

存在による動物への影 

響が、事業者により実行 

可能な範囲内でできる 

限り回避され、又は低減 

されており、必要に応じ 

その他の方法により環 

境の保全についての配 

慮が適正になされてい 

るかどうかについて、事 

業者の見解を明らかに 

することにより評価し 

ます。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。

道路(地表式 

又は掘割式、 

嵩上式)の存 

在

対象道路の一部区 

間は、地表式、嵩上式 

となることが想定さ 

れます。
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表5-3-1 (14)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

植物 重要な種及

び群落

工事施エヤ 

ード及びエ 

事用道路等 

の設置

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施に伴い 

工事施エヤード及び 

工事用道路等が設置 

されることが想定さ 

れます。

1. 植物の生育基盤の状況(水象、土壌、 

地形及び地質、土地利用の状況)

① 水象の状況

調査区域には、大淀川水系の大淀川及び 

新別府川、ーツ瀬川水系のーツ瀬川、天神 

川、石崎川水系の石崎川、新名爪川及び住 

之江川等があります。

② 土壌の状況

砂丘未熟土壌、細粒灰色低地土壌、グラ 

イ土壌、褐色森林土壌が広く分布してお 

り、一部で黒ボク土壌、黄色土壌が分布し 

ています。

③ 地形及び地質の状況

調査区域では、丘陵地、三角州性低地、 

自然堤防•砂州が広く分布しており、それ 

らの周縁部には砂礫台地等が点在してい 

ます。また、沖積層、砂礫質堆積物等の未 

固結堆積物、泥岩、砂岩等の半固結堆積物 

が広く分布しています。

④ 土地利用の状況

宮崎市の土地利用の状況は、山林の占め 

る割合が約35%と最も高く、次いで田の約 

20%、宅地の約19%、畑の約14%となってい 

ます。

2. 植物の状況

既存文献資料によると、重要な植物種と 

して195種、重要な群落等が2箇所、天然 

記念物が1箇所、重要な湿地が4箇所、巨 

樹•巨木が21箇所、みやざき新巨樹100 
選で選定された巨樹•古木が3箇所ありま 

す。

1. 調査すべき情報

1) 植物相及び植生の状況

2) 重要な種及び群落の状況

•重要な種及び群落の生態

•重要な種及び群落の分布状況

•重要な種及び群落の生育状況

•重要な種及び群落の生育環境(土壌含む)の状況

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報収集並びに当該 

情報の整理及び解析により行います。

1) 植物相及び植生の状況

植物相の状況は、現地調査により、個体の目視、必要に応じ 

て個体の採取による方法とします。この場合、できる限り環境 

への影響が少ない調査方法とします。植生の状況は、現地調査 

により、植物社会学的調査による方法とします。

2) 重要な種及び群落の状況

•重要な種及び群落の生態

図鑑、研究論文、その他の資料により把握します。

•重要な種及び群落の分布状況並びに生育状況

「1)植物相及び植生の状況」と同じとします。 

•重要な種等の生育環境の状況

現地踏査により微地形及び水系等を目視確認する方法とし 

ます。

3. 調査地域
実施区域及びその端部から100m程度を目安とします(植生は 

250m程度)。

4. 調査地点
1) 植物相及び植生の状況

調査地域に生育する植物及び植生の生態的特徴、地形や植生 

等の生育基盤等を踏まえて、確認しやすい場所に調査地点又は 

経路を設定します。

2) 重要な種及び群落の状況

重要な種•群落の生態を踏まえ、調査地域において重要な 

種•群落が生育する可能性の高い場所に調査地点又は経路を設 

定します。

5. 調査期間等
1年間を基本とします。

1) 植物相及び植生の状況

植物相の状況は、春夏秋の3季調査することを基本とし、そ 

こに生育する植物を確認しやすい時期及び時間帯とします。植 

生の状況は、春〜秋にかけて1〜2回程度実施することを基本 

とし、植生の状況を確認しやすい時期及び時間帯とします。

2) 重要な種及び群落の状況

重要な種及び群落の生態を踏まえ、その生育の状況を確認し 

やすい時期とし、時間帯は昼間を基本とします。

1. 予測の基本的な手 

法

道路構造と重要な種 

及び群落の分布範囲か 

ら、生育地が消失•縮小 

する区間及びその程度 

を把握します。

次に、それらが重要な 

種及び群落の生育に及 

ぼす影響の程度を、科学 

的な知見や類似事例を 

参考に予測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、対 

象道路の実施に伴い、 

重要な種及び群落の生 

育地の環境が消失•縮 

小による影響、又は質 

的変化による影響を受 

ける可能性のある範囲 

とします。

3. 予測対象時期等
事業特性及び重要な 

種•群落の生態や特性 

を踏まえ、影響が最大 

になる時期とします。

1.回避又は低減に係る 

評価

調査及び予測の結果 

並びに環境保全措置の 

検討を行った場合には 

その結果を踏まえ、工事 

施エヤード及び工事用 

道路等の設置、並びに道 

路(地表式、嵩上式)の 

存在による植物への影 

響が、事業者により実行 

可能な範囲内でできる 

限り回避され、又は低減 

されており、必要に応じ 

その他の方法により環 

境の保全についての配 

慮が適正になされてい 

るかどうかについて、事 

業者の見解を明らかに 

することにより評価し 

ます。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。

道路(地表式 

又は掘割式、 

嵩上式)の存 

在

対象道路の一部区 

間は、地表式、嵩上式 

となることが想定さ 

れます。
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表5-3-1 (15)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

生態系 地域を特徴 

づける生態 

系

工事施エヤ 

ード及びエ 

事用道路等 

の設置

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施に伴い 

工事施エヤード及び 

工事用道路等が設置 

されることが想定さ 

れます。

1. 自然環境の類型区分

調査区域には、丘陵 

地、低地が広く分布して 

います。調査区域の地域 

を特徴づける生態系は、 

「山地及び丘陵地の樹 

林地生態系」、「低地の水 

田を主とする耕作地生 

態系」、「河川生態系」に 

区分されると考えられ 

ます。

2. 生態系の状況

調査区域の地域を特 

徴づける各生態系の注 

目種•群集の候補として 

は、以下に示すものが想 

定されます。

【注目種•群集】 

•山地及び丘陵地の樹林 
地生態系

<上位性>

テン、フクロウ 

<典型性>

アカネズミ、カラ類 

(ヒガラ、ヤマガラ、 

シジュウカラ)、ムラサ 

キシジミ、タカチホマ 

イマイ、常緑広葉樹林

•低地の水田を主とする 
耕作地生態系
<上位性>

サギ類(アマサギ、ダ 
イサギ、コサギ、アオ 

サギ等)

<典型性>
コウベモグラ、ヌマ 
ガエル、タテハモド 

キ、水田雑草群落

•河川生態系 

<上位性>
ミサゴ、ニホンウナ 

ギ

<典型性>

オイカワ、テナガエ

ビ類

1. 調査すべき情報

1) 動植物その他の自然環境に係る概況

•動植物に係る概況

•その他の自然環境に係る概況

2) 地域を特徴づける生態系の注目種•群集の状況

•注目種•群集の生態

•注目種•群集と他の動植物の食物連鎖上の関係及び共生の関係

•注目種•群集の分布状況

•注目種•群集の生息•生育の状況

•注目種•群集の生息環境もしくは生育環境

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報収集並びに当該情報の整理及び解析により 

行います。

1) 動植物その他の自然環境に係る概況

•動植物に係る概況

現地調査は、個体や痕跡の目視、鳴き声の聞き取り、必要に応じて個体の採取による 

方法とし、「動物」における動物相及び「植物」における植物相の調査結果を活用します。 

•その他の自然環境に係る概況

現地踏査により微地形、水系、植物群落等の種類及び分布を目視確認する方法としま 

す。植物群落については、「植物」における植生の調査結果を活用します。

2) 地域を特徴づける生態系の注目種•群集の状況

•注目種•群集の生態、他の動植物の食物連鎖上の関係及び共生の関係

図鑑、研究論文、その他の資料により把握します。

•注目種•群集の分布状況、注目種•群集の生息•生育の状況

「動物」における動物相及び「植物」における植物相の調査結果を活用します。 

•注目種•群集の生息環境もしくは生育環境

「1)動植物その他の自然環境に係る概況」と同じとします。

3. 調査地域
実施区域及びその端部から250m程度を目安とします。ただし、行動圈が特に広い注目 

種•群集を対象とする場合には、必要に応じ適宜拡大します。

4. 調査地点
1) 動植物その他の自然環境に係る概況

調査地域に生息、生育する動植物の生態的特徴、地形や植生等の生息•生育基盤等を 

踏まえて、生息•生育基盤の概況を確認しやすい場所に調査地点又は経路を設定します。

2) 地域を特徴づける生態系の注目種•群集の状況

注目種•群集の生態を踏まえ、調査地域において生息•生育の可能性の高い場所に調 

査地点又は経路を設定します。

5. 調査期間等
1年間を基本とします。

1) 動植物その他の自然環境に係る概況

動物相の状況は春夏秋冬の4季調査することを基本とし、そこに生息する動物を確認 

しやすい時期及び時間帯とします。植物相の状況は春夏秋の3季調査することを基本と 

し、そこに生育する植物を確認しやすい時期及び時間帯とします。

2) 地域を特徴づける生態系の注目種•群集の状況

注目種•群集の生態を踏まえ、その生息•生育の状況を確認しやすい時期とします。 

調査時間帯は注目種•群集を確認しやすい時間帯とします。

1. 予測の基本的な 

手法

道路構造並びに注 

目種等の生息•生育 

基盤及び注目種•群 

集の分布から、生 

息•生育基盤が縮小 

する区間及び移動経 

路が分断される区間 

並びにその程度を把 

握します。

次に、それらが注 

目種•群集の生息• 

生育状況の変化及び 

それに伴う動植物相 

を含む地域を特徴づ 

ける生態系に及ぼす 

影響の程度を、注目 

種•群集の生態並び 

に注目種•群集と他 

の動植物の関係を踏 

まえ、科学的な知見 

や類似事例の引用そ 

の他の手法により予 

測します。

2. 予測地域
調査地域のうち、 

動植物の生息•生育 

の特性を踏まえて、 

注目種•群集の生 

息•生育環境に係る 

環境影響を受けるお 

それがあると認めら 

れる地域とします。

3. 予測対象時期等
事業特性及び注目 

種•群集の生態や特 

性を踏まえ、影響が 

最大になる時期とし 

ます。

1.回避又は低減

に係る評価

調査及び予測 

の結果並びに環 

境保全措置の検 

討を行った場合 

にはその結果を 

踏まえ、工事施工 

ヤードの設置及 

び工事用道路等 

の設置、並びに道 

路(地表式、嵩上 

式)の存在による 

地域を特徴づけ 

る生態系への影 

響が、事業者によ 

り実行可能な範 

囲内でできる限 

り回避され、又は 

低減されており、 

必要に応じその 

他の方法により 

環境の保全につ 

いての配慮が適 

正になされてい 

るかどうかにつ 

いて、事業者の見 

解を明らかにす 

ることにより評 

価します。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。

道路(地表式 

又は掘割式、 

嵩上式)の存 

在

対象道路の一部区 

間は、地表式、嵩上式 

となることが想定さ 

れます。
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表5-3-1 (16)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素の 

大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する

地域特性

手法

環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

手法の選定理由

景観 主要な眺望 

点及び景観 

資源並びに 

主要な眺望 

景観

道路(地表式 

又は掘割式、 

嵩上式)の存 

在

対象道路は、地表 

式、嵩上式となること 

が想定されます。

1. 主要な眺望点
調査区域には、阿波岐 

原森林公園、県立平和台 
公園等の9箇所の主要 
な眺望点があります。

2. 景観資源
調査区域には、国富• 

宮崎海成段丘、ーツ葉浜 

砂丘等の7箇所の景観 

資源があります。

3. 主要な眺望景観

調査区域には、阿波岐 

原森林公園、県立平和台 

公園からーツ葉浜砂丘 

を望む眺望景観等があ 

ります。

4. 身近な自然景観

調査区域には、身近な 

自然景観が視認できる 

地点として、小中学校が 

18箇所あります。

1. 調査すべき情報

1) 主要な眺望点の状況

2) 景観資源の状況

3) 主要な眺望景観の状況

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当 

該情報の整理及び解析により行います。

文献その他の資料では、調査すべき情報が不足すると判断 

される場合は、聞き取り調査又は現地踏査により、必要な情 

報を確認します。

3. 調査地域
実施区域及びその端部から3km程度の範囲とし、その範囲 

内において、主要な眺望点が分布する地域とします。

ただし、事業特性、地域特性により上記範囲を超えて対象 

道路が視認される可能性がある場合には、適宜、拡大します。

4 言周*^1*
主要な^望点及び景観資源の分布、視覚的関係及び対象道 

路の位置等を踏まえ、主要な眺望景観の変化が生じると想定 

される地点とします。

5.調査期間等
主要な眺望点の利用状況、景観資源の自然特性を考慮し、 

主要な眺望景観が当該地域において代表的なものとなる期 

間、時期及び時間帯とします。

1. 予測の基本的な手法

1) 主要な眺望点及び景観資源の改変

主要な眺望点及び景観資源と実施区域 

を重ね合わせ、図上解析することにより、 

改変の位置、程度を把握します。

2) 主要な眺望景観の変化

フォトモンタージュ法等の視覚的な表 

現方法により眺望景観の変化の程度を把 

握します。また、対象道路の目立ちやすさ 

を示す物理的指標を用い、眺望景観の変化 

の程度が人間に与える影響(圧迫感、目立 

ちやすさ等)を整理します。

2. 予測地域
調査地域のうち、景観の特,性を踏まえて、 

主要な眺望点及び景観資源、主要な眺望景 

観に係る環境影響を受けるおそれがあると 

認められる地域とします。

3. 予測対象時期等
対象道路の完成時において、主要な眺望 

点の利用状況、景観資源の自然特性を踏ま 

え、主要な眺望点及び景観資源、主要な眺 

望景観に係る影響を的確に把握できる時 

期とします。

1.回避又は低減に係る

評価

調査及び予測の結果 

並びに環境保全措置の 

検討を行った場合には 

その結果を踏まえ、道路 

(地表式、嵩上式)の存在 

による主要な眺望点及 

び景観資源並びに主要 

な眺望景観への影響が、 

事業者により実行可能 

な範囲内でできる限り 

回避され、又は低減され 

ており、必要に応じその 

他の方法により環境の 

保全についての配慮が 

適正になされているか 
どうかについて、事業者 

の見解を明らかにする 

ことにより行います。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。
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表5-3-1 (17)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素 

の大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する 

地域特性

手法

環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

手法の選定理由

人と自然と 

の触れ合い 

の活動の場

主要な人と 

自然との触 

れ合いの活 

動の場

道路(地表式 

又は掘割式、

嵩上式)の存 

在

対象道路は、地表 

式、嵩上式となること 

が想定されます。

1. 触れ合いの活動の場の

概況

調査区域には、人と自然 

との触れ合い活動の場と 

して、自然観察等ができる 

場があります。

2. 主要な人と自然との触 

れ合いの活動の場

調査区域には、主要な人 

と自然との触れ合いの活 

動の場が、久峰総合公園、 

蓮ヶ池史跡公園など8箇 

所あります。

1. 調査すべき情報

1) 人と自然との触れ合いの活動の場の概況

2) 主要な人と自然との触れ合いの活動の場の分布、利用の 

状況及び利用環境の状況

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに 
当該情報の整理及び解析により行います。

文献その他の資料では、調査すべき情報が不足すると判 

断される場合は、聞き取り調査又は現地踏査により、必要 

な情報を確認します。

3. 調査地域
実施区域及びその端部から500m程度の範囲とし、その範 

囲内において、主要な人と自然との触れ合いの活動の場が 

分布する地域とします。

4. 調査地点
人と自然との触れ合いの活動の場が存在する地点や対象 

道路に近接し影響が大きいと想定される地点等、主要な人 

と自然との触れ合いの活動の場の利用性や快適性に及ぼす 

影響を適切に把握できる地点とします。

5. 調査期間等
人と自然との触れ合いの活動の特性、主要な人と自然と 

の触れ合いの活動の場を取り巻く自然資源の特性及び主要 

な人と_然との触れ合いの活動の場の利用状況を踏まえ、 

それらが適切に把握できる期間、時期及び時間帯とします。

1. 予測の基本的な手法

1) 主要な人と自然との触れ合いの活動の 

場及び自然資源の改変

主要な人と自然との触れ合いの活動の 

場及びそれを取り巻く自然資源と、実施区 

域を重ね合わせ、図上解析することによ 

り、改変の位置、程度を把握します。

2) 利用性の変化

主要な人と自然との触れ合いの活動に 

供せられる施設又は場の利用性の変化及 

び主要な人と自然との触れ合いの活動の 

場への到達時間•距離の変化を把握しま 

す。

3) 快適性の変化

主要な人と_然との触れ合いの活動に 

供せられる施設又は場から認識される近 

傍の風景の変化が生じる位置•程度を把握 

しま■す。

2. 予測地域
調査地域のうち、人と自然との触れ合い 

の活動の場の特性を踏まえて、主要な人と 

自然との触れ合いの活動の場に係る環境 

影響を受けるおそれがあると認められる 

地域とします。

3. 予測対象時期等
対象道路の完成時において、人と自然と 

の触れ合いの活動の特性、主要な人と自然 

との触れ合いの活動の場を取り巻く自然 

資源の特性及び主要な人とg然との触れ 

合いの活動の場の利用状況を踏まえ、主要 

な人と_然との触れ合いの活動の場に係 

る影響を的確に把握できる時期とします。

1.回避又は低減に係る 

評価

調査及び予測の結果 

並びに環境保全措置の 

検討を行った場合には 

その結果を踏まえ、道路 

(地表式、嵩上式)の存在 

による主要な人と自然 

との触れ合いの活動の 

場への影響が、事業者に 

より実行可能な範囲内 

でできる限り回避され、 

又は低減されており、必 

要に応じその他の方法 

により環境の保全につ 

いての配慮が適正にな 

されているかどうかに 

ついて、事業者の見解を 

明らかにすることによ 

り評価します。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。
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表5-3-1 (18)選定した調査、予測及び評価の手法並びにその選定理由

環境要素の

大区分

項目
当該項目に関連する

事業特性

当該項目に関連する

地域特性

手法

手法の選定理由環境要素

の区分

影響要因

の区分
調査の手法 予測の手法 評価の手法

廃棄物等 建設工事に

伴う副産物

切土エ等又 

は既存のエ 

作物の除去

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施(切土エ 

等又は既存の工作物 

の除去)に伴い建設副 

産物が発生します。

1.廃棄物等の処理施設等 

の立地状況

調査区域には、産業廃棄 

物処理施設が10箇所あり 

ます。

予測•評価に必要な情報は、事業特性及び地域特性の情 

報把握により得られることから、調査は文献調査を基本と 

し、必要な情報が得られない場合又は不足する場合には必 

要に応じて現地調査及び聞き取り調査を行います。

1. 予測の基本的な手法

事業特性及び地域特性の情報を基に、建 

設工事に伴う廃棄物等の種類ごとの発生 

量及び最終処分量を予測する方法としま 

す。

2. 予測地域
廃棄物等が発生する実施区域を基本と 

します。

なお、再生利用方法の検討にあたって 

は、実行可能な再生利用の方策を検討する 

ために、実施区域の周辺区域を含む範囲と 

します。

3. 予測対象時期等
建設工事に伴う廃棄物等が発生するエ 

事期間とします。

1.回避又は低減に係る 

評価

調査及び予測の結果 

並びに環境保全措置の 

検討を行った場合には 

その結果を踏まえ、切土 

ェ等又は既存の工作物 

の除去に伴い発生する 
廃棄物等の影響が、事業 

者により実行可能な範 

囲内でできる限り回避 

され、又は低減されてお 

り、必要に応じその他の 

方法により環境の保全 

についての配慮が適正 

になされているかどう 

かについて、事業者の見 

解を明らかにすること 

により行います。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針、国土交通 

省令及び技術手 

法並びに専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。

文化財 文化財 工事施エヤ 

ード及びエ 
事用道路等 

の設置

土地の形状の変更 

あるいは工作物の新 

設を行うための工事 

が実施されます。

工事の実施に伴い 

工事施エヤード及び 

工事用道路等が設置 

されることが想定さ 

れます。

1.文化財及び埋蔵文化財 

の状況

調査区域には、文化財と 

して、国指定の蓮ケ池横穴 

群(史跡)、佐土原城跡(史 

跡)、県指定のアカウミガ 

メ及びその産卵地(天然記 

念物)等が存在します。

また、調査区域には、埋

1. 調査すべき情報

1) 文化財の種類、指定区分、位置及び分布の状況

2) 埋蔵文化財包蔵地の内容、位置及び分布並びに埋蔵文化 

財を包蔵する可能性のある場所の状況

2. 調査の基本的な手法

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに 

当該情報の整理及び解析により行います。

3. 調査地域
文化財の特性を踏まえ、調査地域における文化財に係る 

環境影響を受けるおそれがあると認められる地域として実 

施区域の範囲とします。

4. 調査地点
文化財の特性を踏まえ、調査地域における文化財の影響 

を予測し、評価するために必要な情報を適切かつ効果的に 

把握できる地点とします。

5. 調査期間等
文化財の特性を踏まえて、調査地域における文化財に係 

る環境影響を予測し、評価するために必要な情報を適切に 

把握できる期間、時期及び時間帯とします。

1. 予測の基本的な手法
事業特性、地域特性を踏まえ、文化財の 

改変の位置、程度による影響の有無を把握 

し、類似事例の引用又は解析による手法に 

より行います。

2. 予測地域
調査地域のうち、文化財の特性を踏まえ 

て、文化財に係る環境影響を受けるおそれ 

があると認められる地域とします。

3. 予測対象時期等
文化財の特性を踏まえて、文化財に係る 

影響を的確に把握できる時期とします。

1.回避又は低減に係る 

評価

調査及び予測の結果 

並びに環境保全措置の 

検討を行った場合には 

その結果を踏まえ、工事 

施ェヤードの設置及び 

工事用道路等の設置、並 

びに道路(地表式、嵩上 

式)の存在による文化財 

への影響が、事業者によ 

り実行可能な範囲内で 

できる限り回避され、又 

は低減されており、必要 

に応じその他の方法に 

より環境の保全につい 

ての配慮が適正になさ 

れているかどうかにつ 

いて、事業者の見解を明 

らかにすることにより 

行います。

事業特性及び 

地域特性を踏ま 

えて、宮崎県環 

境影響評価技術 

指針及び専門家 

等による技術的 

助言を参考に選 

定しました。

道路(地表式 

又は掘割式、 

嵩上式)の存 

在

対象道路は、地表 

式、嵩上式となること 

が想定されます。

蔵文化財包蔵地か多数あ

ります。
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